
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．人口動向分析 

【人口の動向】 

昭和 25 年（1950 年）の 63,290 人をピークに、人口減少が続き、高度経済成長期

の社会減、高度経済成長期以降は、少子高齢化による自然減が続き、人口は緩やかに減少

し続けています。 

元気いばら まち・ひと・しごと創生 人口ビジョン 『概要版』 

１．策定の背景 

【目的】●人口の現状分析を行い、今後の目指すべき将来の人口を展望するとともに、「まち・ひと・しごと創生」の実現に向けた効果的な施策を立案する資料となる。 

●現状分析に基づく課題を把握し、今後予想される人口の変化が、地域の将来や市に与える影響の分析、考察を行い、目指すべき方向性を明らかにする。 

 

■社会情勢と本市の人口動向 

【自然動態の推移】 

年間の自然増減（出生数と死亡数の差）については、自然減少が増加

で推移し、平成 17 年（2005 年）以降は年間 300～400 人の減少が

続き、拡大傾向となっており、確実に少子高齢化が進展しています。 

■自然動態（出生・死亡）の推移 

人口動向 

３．将来人口の推計と分析 

 

 

【社会増減の分析】 

社会増減（転入数と転出数の差）は、平成 12 年（2000 年）

に転入超過となっていますが、それ以降は約 100～200 人程度

の転出超過で推移しています。 

 
■社会動態（転入・転出）の推移 

【社人研による総人口・年齢区分別人口の推計】 

昭和 25 年（1950 年）の 63,290 人をピークに減少していますが、平

成 27 年（2015 年）以降も、人口は減少を続け、平成 52 年（2040 年）

には、32,376 人（2010 年人口の 73.7％に減少）に、平成 72 年（2060

年）には、24,784 人（2010 年人口の 56.4％に減少）になるものと推

計されています。 

■年齢３区分別人口の推移 

【市独自の人口推計】 

仮に合計特殊出生率が平成 52 年（2040 年）までに人口置換水準

である 2.07 まで改善した場合、人口減少は一定の抑制が見込まれ、総

合戦略における社会増の取組みを推進することで、平成 37 年（2025

年）以降、大幅な改善が見込まれ、平成 72 年（2060 年）での人口

が 32,000 人程度となることが推計できます。 

■総人口の比較 

【対象期間】 

平成 72 年（2060 年）まで 

４．人口の変化が地域の将来に与える影響の分析 

【生活への影響】 

●人口減少から、主に地域内での消費が主体になっている業種の販売額減少 

●地域での消費活動縮小が、その労働人口にも影響するなど、地域経済の縮小 

【社会基盤等への影響】 

●人口減少により、税収及び使用料が減少し、社会基盤（道路，河川，上下水道など）

の維持管理費、補修費の行政負担の増大 

●高齢者一人を支える現役世代（生産年齢人口）が減少し、現役世代にかかる社会保障

費負担等の増加 

 

 

 

 

５．井原市の人口の将来展望 

 

 

 

 

【目指すべき将来の方向】 

①井原市における安定した雇用を創出する 

②井原市への新しいひとの流れをつくる 

③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

④時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携する 

 

 

 

【人口の将来展望】 

●本市においては、４つの目指すべき将来の方向に沿った取り組みを進めていくこと

により、平成 72 年（2060 年）に 32,000 人を目指すものとします。 

●年齢３区分別人口割合は、平成 27 年（2015 年）の割合を維持します。 

 

 

63,290

51,669

43,927

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

1950年 1955年 1960年 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

（人）

2005年

新井原市誕生

1950年

人口ピーク63,290

1947～1949年

第１次ベビーブーム

1971～74年

第２次ベビーブーム

1973年

第１次石油危機

1979年

第２次石油危機

1987～90年

バブル景気

バブル経済崩壊

1999年

井原線開通

1955～73年

高度経済成長期

1953年

昭和の合併

520 536

432
380 392

292 278 246

-472 -475 -467
-490 -497

-590
-625

-649

48 61

-35

-110 -105

-298

-347

-403

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2014年

死亡 出生 自然増減

出生・死亡（人） 自然動態（人）

745 765 664 647 556
414 369 330

1,108
897

697
868

780

619
556 523

-796 -775 -736

-947

-548

-502 -402 -469

-1,349

-1,196

-926
-616

-745
-673

-631 -543

1,853

1,662

1,361
1,515

1,336

1,033
925 859

-2,145

-1,971

-1,662
-1,563

-1,293
-1,175

-1,033 -1,020

-292 -309 -301

-48

43

-142
-108

-161

-900

-700

-500

-300

-100

100

300

500

700

900

-2,500

-2,000

-1,500

-1,000

-500

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2014年

転出（県外） 転出（県内）

転入（県外） 転入（県内）

社会増減

転入・転出（人） 社会動態（人）

転 

出 

転

入 

生 

（注）社人研：国立社会保障・人口問題研究所の略称 （注）人口置換水準：人口が長期的に増えも減りもせずに一定となる出生の水準 

死

亡 

出

生 

38,341

32,376

24,784

43,927

37,601 34,702

32,011

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

（人）

2019年2015年

総合戦略計画期間

① 

② 

①社人研推計準拠 

②市独自推計 

2,964 4,208 5,531
7,746 8,034 8,342 8,842 7,966 6,732

4,819
5,342

6,693
5,981 6,440 6,250 5,349

4,827
3,442

32,741
31,075

27,558
24,771

22,98121,529
20,307

16,442

12,460

11,145
8,630

6,707
5,429

4,817
4,238

3,843

3,141

2,150

51,669

49,255

46,489

43,927
42,272

40,359
38,341

32,376

24,784

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

年少人口（0～14歳）

生産年齢人口（15～64歳）

前期高齢者（65～74歳）

後期高齢者（75歳以上）

社人研による推計値

（人）

社人研推計を活用した推計値


